新規就業者受入環境整備事業助成金交付要領

公益財団法人三重県農林水産支援センター

１　目的

公益財団法人三重県農林水産支援センター（以下、「支援センター」という。）が実施する就業促進研修事業（長期研修）にかかる研修生（以下「長期研修生」という。）を受け入れる農林漁業経営体（以下「受入経営体」という。）に対して、住宅手当等の一部助成を行うことにより、自営を目指して研修を受ける者、または農林漁業事業体に新しく就業しようとする者の技能の習得・向上を図り農林漁業の担い手の育成を推進する。

２　助成対象者

　　　長期研修生を受け入れる受入経営体。
３　助成額

当該年度の予算の範囲内で、長期研修生１名当たり15万円（15,000円／月×10ヶ月、かつ家賃の１／３以下）を限度とし、支援センターにおいて決定する。

また、受入経営体が所有する長期研修生用宿舎の改築費の場合、15万円以下かつ改築費の１／２以下とする。

４　申請

　　　この事業により助成金を受けようとする受入経営体は、申請書（様式１）と請求書（様式２）に必要事項を記入し、１ヶ月分の家賃または住宅の改築費を証明できる書類を添付したうえ支援センターに申請する。

５　助成決定と助成金交付

　　　助成の適否ならびに助成額の決定は支援センターにおいて行い、その結果を申請者に通知する。（様式３）

また、助成金は助成額決定後すみやかに、申請者の指定する口座に振り込むものとする。

６　報告

助成決定を受けた受入経営体は、長期研修生の住宅等への居住開始後３０日以内に事業実施報告書（様式４）を支援センターに提出する。

７　事業中止

　　　助成決定を受けた受入経営体は、事業を中止する場合、事業中止連絡書（様式５）をすみやかに支援センターに提出する。

　　　支援センターは、事業中止連絡書の内容を審査し、助成額を変更して助成金返還請求書（様式６）を送付する。

　　　助成金の返還請求を受けた受入経営体は、すみやかに支援センターの指定する口座に振り込むものとする。

８　その他

　　　支援センターは、助成を決定した受入経営体に対してこの事業の実施ならびに報告に関する詳しい資料を必要に応じて請求することができる。

附則

（1） この要領は平成１３年４月１日から施行する。

（2） 平成２４年４月１日一部改正
（3） 令和元年５月１日一部改正

（様式１）
令和　　年　　月　　日

（公財）三重県農林水産支援センター理事長　様
申請者　住　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
令和　　　年度新規就業者受入環境整備事業助成金交付申請書

長期研修生の受入環境の整備、特に住宅手当の支給または彼らを受け入れる宿舎（研修施設）の改築を行いたいので、新規就業者受入環境整備事業助成金交付要領第４条の規定により、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

記
	長期研修生氏名
	

	研修期間
	令和 　年 　月 　日から令和 　年　 月　 日


	研修開始日
	令和　　　年　　　月　　　日



	事業の内容
	住宅手当の支給　・　宿舎の改築

	事業費
（円または円／月）
	

	負担区分
(円)
	助成金交付申請額
	円

	
	受入経営体負担額
	円

	
	長期研修生等負担額
	円


添付書類：上記の事業費を証明できる書類（領収書、契約書等）
（様式２）

令和　　年度新規就業者受入環境整備事業
助成金請求書

金　　　　　　　　　　　　　　円

ただし

　内訳　令和　　　年度新規就業者受入環境整備事業にかかる助成金

上記の金額を請求します。

令和　　　年　　　月　　　日

（公財）三重県農林水産支援センター理事長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　㊞
	　　　　　　　　　　　　　　銀　　行

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支店

　　　　　　　　　　　　　　協同組合



	口　座　番　号
	普通 ・ 当座
	
	
	
	
	
	
	

	ふ　り　が　な

口　座　名　義
	

	
	

	郵便局を利用

の場合
	通　帳　記　号
	
	通　帳　番　号

	
	
	
	
	
	
	の
	


（様式３）

令和　　年度新規就業者受入環境整備事業
助成決定通知書

令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　様

公益財団法人三重県農林水産支援センター

理　事　長
　令和　　年　　月　　日付けで申請のあった新規就業者受入環境整備事業にかかる助成については、下記のとおり決定したので通知します。

　なお、研修生の居住開始後３０日以内に研修報告書を提出して下さい。

記

１　助成決定額　　　　　金　　　　　　　　　円
２　研修の内容

　　

（様式４）

令和　　年度新規就業者受入環境整備事業
研修報告書

令和　　年　　月　　日

（公財）三重県農林水産支援センター理事長　様
名　　　称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　 　電話番号
　新規就業者受入環境整備事業の助成を受け、研修を実施しているので、新規就業者受入環境整備事業助成金交付要領第６の規定により、下記のとおり報告します。

記

１　助成金　　　　　　金　　　　　　　　　　　円　　

２　事業の詳細

	事業の内容
	
	

	長期研修生氏名
	
	

	生年月日
	
	

	長期研修生住所
	
	

	受入経営体
	
	


（様式５）

令和　　年度新規就業者受入環境整備事業
中止連絡書

令和　　年　　月　　日

（公財）三重県農林水産支援センター理事長　様
名　　　称

代表者氏名　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　新規就業者受入環境整備事業を中止しましたので、新規就業者受入環境整備事業助成金交付要領第７の規定により、下記のとおり連絡します。

記

１　受入済助成金　　　　　金　　　　　　　　　円　　　

２　研修を中止した理由

３　中止した事業の詳細

	事業の内容
	
	

	長期研修生氏名
	
	

	生年月日
	
	

	長期研修生住所
	
	

	事業実施期間

（研修中止日）
	～
（　　　　　　　　　　　）
	～

（　　　　　　　　　　　）

	受入経営体
	
	

	研修中止の理由
	


（様式６）

令和　　年度新規就業者受入環境整備事業
助成金返還請求書

令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　様

公益財団法人三重県農林水産支援センター

理　事　長　　　　　　　　　　
　令和　　年　　月　　日付けで中止連絡のあった新規就業者受入環境整備事業にかかる助成については、下記のとおり助成決定額を変更しますので、
金　　　　　　　円を令和　　年　　月　　日までに下記の口座に返納ください。

記

１　助成金既決定額　　　　　　金　　　　　　　　　　　円

２　助成変更決定額　　　　　　金　　　　　　　　　　　円
３　助成金返納額　　　　　　金　　　　　　　　　　　円
４　返納先口座
